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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも共役ジエン化合物からなる第１ブロックとビニル系芳香族炭化水素からなる
第２ブロックとからなる共重合体を含む熱可塑性ポリマーをベースポリマーとして含む粘
着剤組成物であって、
　α－メチルスチレン系樹脂を含まず、且つ
　温度：４０℃、周波数０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ以上、及び温度
：４０℃、周波数：０．１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ以上、の少なくとも
いずれかを満足するととともに、
　温度：４０℃、周波数１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐａ以下、及び温度４０
℃、周波数１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下、の少なくともいずれかを
満足することを特徴とする粘着剤組成物。
【請求項２】
　前記熱可塑性ポリマーが未水添の熱可塑性ポリマーである、請求項１に記載の粘着剤組
成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着剤組成物に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　粘着剤組成物は、加熱によって溶融された状態で、接着対象物である被着体に塗布し、
溶融された粘着剤組成物を介して、被着体同士を接触させた状態で保持することにより、
被着体同士を接着させるものである。このような粘着剤組成物は、例えば、段ボールや小
箱等の包装分野、紙おむつや生理用品等の衛生材料分野、製本分野、合板分野、木工分野
、自動車分野、家電分野、及び住宅分野等、様々な分野に用いられている。
【０００３】
　また、粘着剤組成物は、上述したように、加熱によって溶融された状態で用いられるの
で、溶剤を特に必要としない。このため、粘着剤組成物は、人体への安全性が高い接着剤
として、例えば、衛生材料分野で好ましく用いられている。具体的には、生理用ナプキン
や母乳パッド等の衛生材料は、下着類に粘着剤組成物で接着して使用される。また尿取り
パッドは、基材となる使い捨ておむつに粘着剤組成物で接着して使用される。
【０００４】
　これらの衛生材料は、使用時に下着や基材からずれることなく、位置決めされた箇所に
確実に接着されている必要がある。衛生材料の接着は、衛生材料の所定箇所に接着層を形
成しておき、衛生材料の使用時に前記接着層を、下着等の対象物に押し付けて衛生材料を
接着する。接着層の形成には接着剤が通常使用されるが、衛生材料の製造段階での生産性
も考慮し、熱可塑性ポリマーを主成分（ベースポリマー）として含む粘着剤組成物が汎用
される。
【０００５】
　上記の用途に適用される粘着剤組成物には、衛生材料の使用時に下着等の対象物からず
れることなく確実に接着する必要があることから、下着等の対象物との剥離強度が高いと
いう特性を備えている必要がある。その一方で、衛生材料を使用した後には、粘着剤組成
物が下着等の対象物から剥がれやすく、下着等の対象物に残存しないような特性を発揮す
る必要がある。
【０００６】
　粘着剤組成物の剥離強度を高め過ぎると、衛生材料の使用時に下着等の対象物からずれ
ることなく確実に接着されることが予想されるが、それでは粘着剤組成物が衛生材料から
剥がれて下着等の対象物に残存する（以下、これを「糊残り」と呼ぶことがある）可能性
が高くなる。
【０００７】
　また逆に、粘着剤組成物の剥離強度を低くし過ぎると、衛生材料の使用後に糊残りが低
減されることが予想されるが、それでは衛生材料の使用時に衛生材料が下着等の対象物か
らずれたり簡単に剥がれる可能性がある。
【０００８】
　特に、下着等の対象物に糊残りが生じることは、使用者の不快感をまねき、衛生材料と
しての商品価値を損なうことにもなりかねず、より高精度に糊残りが生じないような粘着
剤組成物の実現が望まれている。
【０００９】
　このような状況の下、衛生材料の使用時には下着等の対象物からずれることなく確実に
接着できるとともに、衛生材料を使用した後には、粘着剤組成物が下着等の対象物から剥
がれやすく、糊残りが生じないという特性を発揮させるための粘着剤組成物が様々提案さ
れている。
【００１０】
　例えば特許文献１には、ビニル系芳香族炭化水素と共役ジエン化合物との共重合体であ
る水素添加型熱可塑性ブロック共重合体、粘着付与樹脂、可塑剤を、所定の配合比率で含
有するとともに、水素添加型熱可塑性ブロック共重合体のトルエン粘度（３０℃、１０重
量％トルエン溶液）が１００～２６００ｍＰａ・ｓであるホットメルト接着剤が提案され
ている。
【００１１】
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　また特許文献２には、約３５重量％を超えるスチレン含有量を有する、約５～約４０重
量パーセントの実質的に線状のスチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体；約２
～約３０重量パーセントのエンドブロック樹脂；約２０～約７０重量パーセントの粘着付
与剤；約０～約２５重量パーセントの相溶性非官能化ブロック共重合体；約０～約３０重
量パーセントの油；及び約０～約４重量パーセントの酸化防止剤：の混合物を含み、粘着
塗布剤がブロック共重合体よりも多い量で存在し、接着剤が３２５°Ｆで１００００ｃＰ
未満の粘度を有するように、成分が合計で組成物の１００重量％となる、ホットメルト接
着剤組成物が提案されている。
【００１２】
　更に特許文献３には、ビニル系芳香族炭化水素と共役ジエン化合物との共重合体である
熱可塑性ブロック共重合体及びα－メチルスチレン系樹脂を有するホットメルト接着剤で
あって、５０℃で、角速度１０ｒａｄ／ｓでの貯蔵弾性率Ｇ’が８．０×１０３Ｐａ～５
．０×１０４Ｐａであるホットメルト接着剤が提案されている。
【００１３】
　特許文献１の技術では、水素添加型熱可塑性ブロック共重合体を基本成分として含んで
おり、この成分を含む粘着剤組成物では、下着等の対象物との剥離強度を十分に高めるこ
とができず、衛生材料の使用時に吸着性部材が下着等の対象物からずれやすいという問題
がある。吸着性部材の下着等からのずれを防止するためには、衛生材料により多くの粘着
剤組成物を塗工する必要がある。
【００１４】
　特許文献２の技術では、線状のスチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体を基
本成分として含ませることによって、水素添加型熱可塑性ブロック共重合体を用いる場合
のように、吸着性部材が下着等の対象物からずれ易いという問題は回避できる。しかしな
がら、この技術では、他の成分の影響によって衛生材料の剥離強度が却って高くなり過ぎ
る傾向がある。その結果、使用後に衛生材料を剥離したときに、糊残りが発生しやすいと
いう問題がある。
【００１５】
　これらの技術では、（ａ）衛生材料の使用時に下着等の対象物からずれることなく確実
に接着されていること、及び（ｂ）衛生材料を使用した後には、下着等の対象物から剥が
れやすく、下着等の対象物に残存しない、という両特性を満足させることはできない。す
なわち、成分組成を調整するだけでは、上記（ａ）、（ｂ）の両特性を満足できる程度に
剥離強度を適切な範囲に調整することは困難な状況である。
【００１６】
　一方、特許文献３の技術では、「５０℃で、角速度１０ｒａｄ／ｓでの貯蔵弾性率Ｇ’
が８．０×１０３Ｐａ～５．０×１０４Ｐａである」という要件を満足させることによっ
て、上記（ａ）、（ｂ）の両特性を満足できることが示唆されている。
【００１７】
　しかしながら、ある一定の条件下での貯蔵弾性率Ｇ’を規定するだけでは、上記（ａ）
、（ｂ）の両特性を必ずしも満足できるとはいえず、上記（ａ）、（ｂ）の両特性をより
確実に満足できることが望まれる。またこの技術では、α－メチルスチレン系樹脂（以下
、「αＭｅＳｔ樹脂」と呼ぶ）を必須成分として含んでおり、強い臭気を発生する物質で
あるので、このような物質を含むホットメルト接着剤を用いた衛生材料は、衛生材料の使
用者に不快感を与える。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開２００８－２９７４４１号公報
【特許文献２】特表２０１０－５０６００５号公報
【特許文献３】特開２０１２－１２４３７号公報
【発明の概要】



(4) JP 6891288 B2 2021.6.18

10

20

30

40

50

【００１９】
　本発明は、このような実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、衛生材料の使用
者に不快感を与えることなく、衛生材料の使用時に下着等の対象物からずれることなく確
実に接着され、及び衛生材料を使用した後には、下着等の対象物から剥がれやすく、粘着
剤組成物が下着等の対象物に残存しない、という両特性を満足し得る粘着剤組成物を提供
することにある。
【００２０】
　すなわち、本発明の一局面に係る粘着剤組成物は、熱可塑性ポリマーをベースポリマー
として含む粘着剤組成物であって、α－メチルスチレン系樹脂を含まず、且つ、温度：４
０℃、周波数：０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ以上、及び温度：４０℃
、周波数：０．１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ以上、の少なくともいずれか
を満足するとともに、温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐ
ａ以下、及び温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下
、の少なくともいずれかを満足することを特徴とする。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　上記（ａ）の特性を満足させるためには、衛生材料の使用時に下着等の対象物との剥離
強度（以下、この強度を「初期粘着力」と呼ぶことがある）が高くする必要がある。この
初期粘着力を高めるためには、対象物に対する濡れ性を上げること、すなわち粘着剤組成
物に柔軟性があることが必要である。また糊残りが生じないようにするためには、衛生材
料を剥離する際に、粘着剤組成物が「糊伸び」しないこと、すなわち接着剤の粘着力より
も高い凝集力があることが必要である。
【００２２】
　これまで提案されている粘着剤組成物は、熱可塑性ポリマー、粘着付与樹脂及び軟化剤
（若しくは可塑剤）を基本成分として含み、これらの含有量を適切に調整することによっ
て、上記（ａ）、（ｂ）の両特性を満足させるという観点から検討されてきた。
【００２３】
　本発明者らは、物質の動的弾性率を評価する指標として知られている貯蔵弾性率Ｇ’及
び損失弾性率Ｇ’’に着目し、これらが上記特性に与える影響について検討した。
【００２４】
　貯蔵弾性率Ｇ’は、物質の変形を元に戻そうとする力の指標となるものであり、損失弾
性率Ｇ’’は物質の変形を抑制しようとする力の指標となるものであり、これらの指標が
、上記「凝集力」や「柔軟性」に対する影響について検討した。なお、貯蔵弾性率Ｇ’及
び損失弾性率Ｇ’’は、ＪＩＳ　Ｋ　７２４４－１：１９９８に規定されている。
【００２５】
　上記貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’は、測定温度や測定周波数によっても、その
数値が異なり、上記「凝集力」や「柔軟性」に対する影響が明らかになる測定条件（温度
、周波数）について検索した。その結果、測定周波数が低周波となる領域では、貯蔵弾性
率Ｇ’や損失弾性率Ｇ’’と、上記「凝集力」や「柔軟性」とに明らかな相関々係が認め
られることが判明した。
【００２６】
　そして、更に鋭意研究を重ねた結果、上記貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’が、下
記（ｉ）、（ｉｉ）の少なくともいずれかを満足すれば、糊残りが生じなくなること、及
び下記（ｉｉｉ）、（ｉｖ）の少なくともいずれかを満足すれば、初期粘着力が所定の基
準を満足できることを見出し、当該知見に基づいて本発明を完成した。
（ｉ）温度：４０℃、周波数：０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ以上
（ｉｉ）温度：４０℃、周波数：０．１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ以上
（ｉｉｉ）温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐａ以下
（ｉｖ）温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下
【００２７】
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　なお、貯蔵弾性率Ｇ’や損失弾性率Ｇ’’の上限［（ｉ）及び（ｉｉ）の場合］や下限
［（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）の場合］については、何ら限定するものではないが、概ね下記
の通りである。
【００２８】
　周波数：０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’の好ましい上限：５００００Ｐａ以下
　周波数：０．１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’の好ましい上限：７０００Ｐａ以下
　周波数：１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’の好ましい下限：１００００Ｐａ以上
　周波数：１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’の好ましい下限：５０００Ｐａ以上
【００２９】
　上記のような構成によれば、（ａ）衛生材料の使用時に下着等の対象物からずれること
なく確実に接着されていること、及び、（ｂ）衛生材料を使用した後には、下着等の対象
物から剥がれやすく、下着等の対象物に残存しないこと、という両特性を満足させる粘着
剤組成物を得ることができる。
【００３０】
　以下、本実施形態に係る接着剤組成物の各構成について、具体的に説明するが、本発明
はこれらに限定されない。
【００３１】
　本実施形態の粘着剤組成物は、上記貯蔵弾性率Ｇ’や損失弾性率Ｇ’’の要件を満たす
ような組成物である限り、その成分組成については、αＭｅＳｔ樹脂を含まないこと以外
は、特に限定するものではないが、粘着剤組成物の原料として通常用いられている熱可塑
性ポリマー、粘着付与樹脂、及び軟化剤を基本成分として適切に組み合わせて配合するこ
とによって製造できる。原料成分を例示すると下記の通りである。
【００３２】
　熱可塑性ポリマーは、粘着剤組成物の物性を決定するベースポリマーである。
【００３３】
　本実施形態で使用可能な熱可塑性ポリマーとしては、例えば、スチレン－ブタジエンブ
ロックコポリマー、スチレン－イソプレンブロックコポリマー等が挙げられる。これらの
熱可塑性ポリマーは、共役ジエン化合物からなる第１ブロックとビニル系芳香族炭化水素
からなる第２ブロックとからなる共重合体であるが、トリブロック体を含んでいてもよい
。
【００３４】
　前記トリブロック体としては、スチレン－ブタジエンブロックコポリマーの場合、例え
ば、スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（ＳＢＳ）等が挙げられる。ま
た、スチレン－イソプレンブロックコポリマーの場合は、例えば、スチレン－イソプレン
－スチレンブロックコポリマー（ＳＩＳ）等が挙げられる。
【００３５】
　前記熱可塑性ポリマーとして、上述したような未水添の熱可塑性ポリマーを使用するこ
とが好ましい。それにより、よりコストを抑えられるという利点がある。
【００３６】
　なお、上記以外にも、本実施形態の熱可塑性ポリマーとして、水素添加されたスチレン
－エチレン－ブチレン－スチレンブロックコポリマー（ＳＥＢＳ）やスチレン－エチレン
－プロピレン－スチレンブロックコポリマー（ＳＥＰＳ）等についても、これらの熱可塑
性ポリマーにおいて貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’を適切な範囲に調整したもので
あれば、水素を添加した熱可塑性ポリマーも用いることができる。
【００３７】
　前記熱可塑性ポリマーは、前記共重合体以外の熱可塑性ポリマー（他の熱可塑性ポリマ
ー）を含んでいてもよい。前記他の熱可塑性ポリマーとしては、粘着剤組成物を構成する
成分として用いられる熱可塑性ポリマーであれば、特に限定されない。この熱可塑性ポリ
マーとしては、粘着剤組成物の主成分であるベースポリマーとして用いられる熱可塑性ポ
リマー等が挙げられる。前記熱可塑性ポリマーとしては、具体的には、エラストマー系、



(6) JP 6891288 B2 2021.6.18

10

20

30

40

50

オレフィン系、エチレン酢酸ビニルコポリマー（ＥＶＡ）系、ポリエステル系、ポリアミ
ド系、及びポリアクリル系の熱可塑性ポリマーが挙げられる。
【００３８】
　前記オレフィン系の熱可塑性ポリマーは、粘着剤組成物における、オレフィン系の熱可
塑性ポリマーとして用いられるものであれば、特に限定されない。また、前記オレフィン
系の熱可塑性ポリマーとしては、例えば、チーグラー・ナッタ触媒やシングルサイト触媒
で重合した常温で固体のポリオレフィン系化合物等が挙げられる。前記オレフィン系の熱
可塑性ポリマーとしては、具体的には、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ－１－ブテ
ン、ポリイソブチレン、プロピレンとエチレン及び１－ブテンの少なくとも一方とのあら
ゆる比率でのランダム共重合体又はブロック共重合体、エチレンとプロピレンとジエン成
分とのあらゆる比率でのエチレン－プロピレン－ジエン三元共重合体、エチレン又はプロ
ピレンとビニル化合物とのランダム共重合体又はブロック共重合体、ランダムポリプロピ
レン、ブロックポリプロピレン、ホモポリプロピレン、エチレン・プロピレン共重合体、
エチレン・１－ブテン共重合体、エチレン・１－ヘキセン共重合体、エチレン・１－オク
テン共重合体、プロピレン・エチレン共重合体、プロピレン・エチレン・α－ブテン共重
合体、１－ブテン単独重合体、１－ブテン・エチレン共重合体、１－ブテン・プロピレン
共重合体、プロピレン・１－ブテン共重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン
・メタクリル酸共重合体、エチレン・メタクリル酸メチル共重合体等が挙げられる。
【００３９】
　前記オレフィン系の熱可塑性ポリマーとしては、例えば、上記例示した化合物の中でも
、α－オレフィン等のオレフィン（アルケン）をモノマーとして重合されたオレフィン系
ポリマー等が好ましい。前記オレフィン系ポリマーとしては、具体的には、ポリα－オレ
フィンポリマー等が挙げられる。ポリα－オレフィンポリマーとしては、より具体的には
、アモルファス－ポリα－オレフィンポリマー（ＡＰＡＯ）、及びプロピレンの単独重合
体（プロピレンホモポリマー）等が好ましい。プロピレンホモポリマーとしては、より具
体的には、メタロセン触媒などのシングルサイト触媒を用いてプロピレンを重合して得ら
れたプロピレンホモポリマー等が好ましい。
【００４０】
　本実施形態の粘着剤組成物では、上記した熱可塑性ポリマーの１種又は２種以上を組み
合わせて用いることができる。
【００４１】
　熱可塑性ポリマーの含有量については、限定されるものではないが、粘着剤組成物全体
に対する割合で、４０質量％以下であることが好ましい。熱可塑性ポリマーの含有量が４
０質量％よりも多くなると、粘着力が低下する傾向がある。熱可塑性ポリマーの含有量は
、より好ましく３５質量％以下である。下限について特に限定はないが、凝集力が不足す
るという観点から、熱可塑性ポリマーの含有量は少なくとも１５質量％以上であることが
好ましい。より好ましく２０質量％以上である。
【００４２】
　本実施形態で用いられる粘着付与樹脂は、粘着剤組成物の原料として一般的に用いられ
る粘着付与樹脂であれば、特に限定されない。具体的な粘着付与樹脂としては、例えば、
ロジン系樹脂、テルペン系樹脂、及び石油系樹脂等が挙げられる。
【００４３】
　前記ロジン系樹脂としては、例えば、ガムロジン、トールロジン及びウッドロジン等の
天然ロジン、不均斉化ロジン、重合ロジン、これらのロジンのグリセリンエステル及びペ
ンタエリスリトールエステル等が挙げられる。また、このロジン系樹脂は、水素添加した
もの、すなわち、上記ロジン系樹脂の水素添加物（水素化物）が好ましい。
【００４４】
　前記テルペン系樹脂としては、テルペン樹脂、炭化水素変性テルペン樹脂、芳香族変性
テルペン樹脂、及びフェノール系変性テルペン樹脂等が挙げられる。
【００４５】
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　テルペン系樹脂は、水素添加したもの、すなわち、上記テルペン系樹脂の水素化物が好
ましい。また、テルペン系樹脂としては、芳香族変性テルペン樹脂水素化物、芳香族変性
テルペン樹脂水素化物、テルペン樹脂水素化物が好ましい例として挙げられ、このうち芳
香族変性テルペン樹脂水素化物がより好ましい。
【００４６】
　前記石油系樹脂としては、例えば、脂肪族系石油樹脂、脂環族系石油樹脂、芳香族系石
油樹脂等が挙げられる。また、この石油系樹脂は、水素添加したもの、すなわち、上記石
油系樹脂の水素化物が好ましい。また、石油系樹脂水素化物としては、脂肪族系石油樹脂
水素化物、脂環族系石油樹脂水素化物、及び芳香族系石油樹脂水素化物が好ましい。また
、脂環族系石油樹脂水素化物としては、例えば、水添Ｃ９石油樹脂、及び水添ジシクロペ
ンタジエン系石油樹脂等が挙げられる。
【００４７】
　前記粘着付与樹脂としては、上記例示した粘着付与樹脂を単独で用いてもよいし、２種
以上を組み合わせて用いてもよい。粘着付与樹脂の含有量については、特に限定されるも
のではないが、粘着剤組成物全体に対する割合で、６５質量％以下であることが好ましく
、これより多くなると糊残りが発生しやすくなる。粘着付与樹脂の含有量は、より好まし
く６０質量％以下である。一方、粘着力の維持という観点から、粘着付与樹脂の含有量は
少なくとも４０質量％以上であることが好ましい。より好ましく４５質量％以上である。
【００４８】
　なお、前記αＭｅＳｔ樹脂は、粘着付与樹脂に相当するものである。このαＭｅＳｔ樹
脂は、強い臭気を発生する物質であるので、このような物質を含む粘着剤組成物を用いた
衛生材料は、衛生材料の使用者の不快感を与えることになる。したがって、本実施形態の
粘着剤組成物は、使用者の不快感を与えるようなαＭｅＳｔ樹脂を粘着付与樹脂として含
まない。
【００４９】
　本実施形態の粘着剤組成物において用いられる軟化剤は、粘着剤組成物に一般的に用い
られる軟化剤であれば、特に限定されない。軟化剤としては、例えば、鉱物油類、合成油
類、及び植物油類等のオイル等が挙げられる。
【００５０】
　前記鉱物油類としては、具体的には、プロセスオイル、及び流動パラフィン等が挙げら
れる。プロセスオイルとは、ゴムや熱可塑性エラストマー等の可塑剤として一般的に用い
られるオイルであり、いわゆる石油精製等において生産されるオイルである。プロセスオ
イルは、一般に、芳香族環、ナフテン環、及びパラフィン鎖を含む混合物であって、パラ
フィン系プロセスオイル、ナフテン系プロセスオイル、芳香族系プロセスオイルとに大別
される。プロセスオイルは、パラフィン鎖炭素数が全炭素数の５０％以上を占めるものを
パラフィン系、ナフテン環炭素数が３０％以上を占めるものをナフテン系、芳香族炭素数
が３０％以上を占めるものを芳香族系と区別している。
【００５１】
　パラフィン系プロセスオイルとしては、炭素数４～１５５のパラフィン系化合物、好ま
しくは炭素数４～５０のパラフィン系化合物が挙げられる。前記パラフィン系プロセスオ
イルとしては、具体的には、ブタン、ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、ノナン
、デカン、ウンデカン、ドデカン、テトラデカン、ペンタデカン、ヘキサデカン、ヘプタ
デカン、オクタデカン、ノナデカン、エイコサン、ヘンエイコサン、ドコサン、トリコサ
ン、テトラコサン、ペンタデコサン、ヘキサコサン、ヘプタコサン、オクタコサン、ノナ
コサン、トリアコンタン、ヘントリアコンタン、ドトリアコンタン、ペンタトリアコンタ
ン、ヘキサコンタン、及びヘンプタコンタン等のｎ－パラフィン、イソブタン、イソペン
タン、ネオペンタン、イソヘキサン、イソペンタン、ネオヘキサン、２，３－ジメチルブ
タン、各種メチルヘキサン、３－エチルペンタン、各種ジメチルペンタン、２，２，３－
トリメチルブタン、３－メチルヘプタン、各種ジメチルヘキサン、各種トリメチルペンタ
ン、イソノナン、２－メチルノナン、イソデカン、イソウンデカン、イソドデカン、イソ
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トリデカン、イソテトラデカン、イソペンタデカン、イソオクタデカン、イソナノデカン
、イソエイコサン、及び４－エチル－５－メチルオクタン等のイソパラフィン、これらの
飽和炭化水素の誘導体等が挙げられる。選択されるこれらのパラフィン系化合物は、混合
物で用いることができ、室温で液状である。
【００５２】
　合成油類としては、具体的には、室温で液状である、リン酸エステル、塩素化パラフィ
ン、エチレン－α－オレフィンオリゴマー、ポリブテン、低分子量ポリブタジエン、ポリ
イソプレン、及びその水素添加物等が挙げられる。
【００５３】
　植物油類としては、具体的には、オリーブ油、米胚芽油、コーン油、サザンカ油、ツバ
キ油、ヒマシ油、ホホバ種子油、及びユーカリ葉油等が挙げられる。
【００５４】
　脂肪酸エステル類としては、具体的には、ミスチル酸イソプロピル、スリスチン酸オク
チルドデシル、トリイソオクタン酸グリセリン、アジピン酸ジイソプロピル、セバシン酸
ジエチル、エチルヘキサン酸セチル、パルミチン酸セチル、パルミチン酸エチルヘキシル
、パルミチン酸イソプロピル、中鎖脂肪酸トリグリセリド、サリチル酸エチレングリコー
ル、及びジステアリン酸グリコール等が挙げられる。
【００５５】
　軟化剤の含有量については、限定されるものではないが、粘着剤組成物全体に対する割
合で、２５質量％以下であることが好ましく、これより多くなるとオイル成分が接着剤か
ら滲みだして下着等の対象物を汚す可能性がある。軟化剤の含有量は、より好ましく２３
質量％以下である。一方、粘度が高くなって塗工性を低下させないという観点から、軟化
剤の含有量は少なくとも１０質量％以上であることが好ましい。より好ましく１３質量％
以上である。
【００５６】
　本実施形態の粘着剤組成物には、本発明の目的とする所望の特性を阻害しない範囲で、
前記熱可塑性ポリマー、前記粘着付与樹脂、及び前記軟化剤以外の添加剤等を含有しても
よい。具体的には、酸化防止剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、充填材、界面活性
剤、カップリング剤、着色剤、帯電防止剤、難燃剤、ワックス、及び可塑剤等の添加剤を
含有してもよい。
【００５７】
　上記酸化防止剤としては、例えば、フェノール系酸化防止剤や有機硫黄系酸化防止剤等
が挙げられる。フェノール系酸化防止剤としては、例えば、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－メチルフェノール、ｎ－オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２－ｔｅｒｔ－ブチル－６－（３－ｔｅｒｔ
－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メチルフェニルアクリレート、
テトラキス［メチレン－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート］メタン等が挙げられる。有機硫黄系酸化防止剤としては、例えば、ジ
ラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジミリスチル－３，３’－チオジプロピオ
ネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオネート、ペンタエリスリチルテトラキ
ス（３－ラウリルチオプロピオネート）等が挙げられる。これらの酸化防止剤は、上記例
示した酸化防止剤を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００５８】
　ワックスは、粘着剤組成物に含有されるワックスであれば、特に限定されない。ワック
スとしては、例えば、合成ワックス及び石油ワックス等が挙げられる。また、合成ワック
スとしては、例えば、フィッシャートロプシュワックス、ポリエチレンワックスやポリプ
ロピレンワックス等の、ポリオレフィンワックス等が挙げられる。石油ワックスとしては
、例えば、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、及びペトラタム等が挙
げられる。これらのワックスは、上記例示したワックスを単独で用いてもよいし、２種以
上を組み合わせて用いてもよい。
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【００５９】
　本実施形態の粘着剤組成物を製造する方法としては、上記構成の粘着剤組成物を製造す
ることができる製造方法であれば、特に限定されない。粘着剤組成物を製造する方法とし
ては、例えば、粘着剤組成物を構成する成分を加熱溶融し、攪拌混練する方法等が挙げら
れる。そうすることによって、粘着剤組成物を構成する成分の分散性の高い粘着剤組成物
が得られる。また、この方法を実現する装置としては、例えば、加熱装置を備えた、攪拌
混練機、ロール、バンバリーミキサー、ニーダー、及び押出機等が挙げられる。
【００６０】
　粘着剤組成物を用いた接着方法は、粘着剤組成物を用いた接着方法として用いることが
できる方法であれば、特に限定されない。粘着剤組成物を用いた接着方法としては、例え
ば、粘着剤組成物を、加熱によって溶融させる。そして、その溶融状態の粘着剤組成物を
接着対象物である被着体に塗布する。この塗布された粘着剤組成物に、もう一方の被着体
を接触させた状態で放置することで、この粘着剤組成物が冷却し、固化される。この固化
された粘着剤組成物が、被着体同士を接着させる。
【００６１】
　粘着剤組成物を塗布する方法は、粘着剤組成物を被着体に好適に塗布できれば、特に限
定されない。この塗布方法としては、例えば、接触塗布方法が挙げられる。接触塗布方法
とは、粘着剤組成物を塗布する際、塗工機等の、塗布に用いる装置を被着体に接触させた
状態で塗布する塗布方法をいう。接触塗布方法としては、例えば、スロット塗工（ノード
ソン株式会社製のスロットコートガン等）及びロールコーター塗工等が挙げられる。
【００６２】
　本明細書は、上述したように様々な態様の技術を開示しているが、そのうち主な技術を
以下に纏める。
【００６３】
　すなわち、本発明の一局面に係る粘着剤組成物は、熱可塑性ポリマーをベースポリマー
として含む粘着剤組成物であって、α－メチルスチレン系樹脂を含まず、且つ、温度：４
０℃、周波数：０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ以上、及び温度：４０℃
、周波数：０．１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ以上、の少なくともいずれか
を満足するとともに、温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐ
ａ以下、及び温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下
、の少なくともいずれかを満足することを特徴とする。
【００６４】
　このような構成により、（ａ）衛生材料の使用時に下着等の対象物からずれることなく
確実に接着されていること、及び、（ｂ）衛生材料を使用した後には、下着等の対象物か
ら剥がれやすく、下着等の対象物に残存しないこと、という両特性を満足させる粘着剤組
成物を得ることができる。
【００６５】
　また、前記粘着剤組成物において、前記熱可塑性ポリマーが、未水添の熱可塑性ポリマ
ーであることが好ましい。それにより、コストが抑えられるといった利点がある。
【００６６】
　以下、実施例に基づいて本発明の作用効果を具体的に示すが、下記実施例は本発明を限
定する性質のものではなく、前記、後記の趣旨に応じて適宜設計変更することは、いずれ
も本発明の技術的範囲に含まれる。
【実施例】
【００６７】
　まず、本実施例において、粘着剤組成物を調製する際に用いる各成分について説明する
。
【００６８】
　［熱可塑性ポリマー］
　熱可塑性ポリマー１：スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＢ



(10) JP 6891288 B2 2021.6.18

10

20

30

40

Ｓ）（旭化成株式会社製のアサプレンＴ－４３８、スチレン（第２ブロック）の含有量：
３５質量％、ジブロック体の含有量：６５質量％）
　熱可塑性ポリマー２：スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＢ
Ｓ）（旭化成株式会社製のアサプレンＴ－４３６、スチレン（第２ブロック）の含有量：
３０質量％、ジブロック体の含有量：５０質量％）
　熱可塑性ポリマー３：スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＢ
Ｓ）（旭化成株式会社製のアサプレンＴ－４３９、スチレン（第２ブロック）の含有量：
４５質量％、ジブロック体の含有量：７５質量％）
　熱可塑性ポリマー４：スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＢ
Ｓ）（クレイトンポリマー株式会社製のＤＸ－４０５、スチレン（第２ブロック）の含有
量：２４質量％、ジブロック体の含有量：０質量％）
　熱可塑性ポリマー５：スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＢ
Ｓ）（クレイトンポリマー株式会社製のＤ－１１５５、スチレン（第２ブロック）の含有
量：４０質量％、ジブロック体の含有量：０質量％）
　熱可塑性ポリマー６：スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＢ
Ｓ）（クレイトンポリマー株式会社製のＤ－１１１８、スチレン（第２ブロック）の含有
量：３０質量％、ジブロック体の含有量：７５質量％）
　熱可塑性ポリマー７：スチレン－イソプレン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＩ
Ｓ）（クレイトンポリマー株式会社製のＤ－１１１６、スチレン（第２ブロック）の含有
量：２３質量％、ジブロック体の含有量：１６質量％）
　熱可塑性ポリマー８：スチレン－イソプレン－スチレンブロックコポリマー（線状ＳＩ
Ｓ）（クレイトンポリマー株式会社製のＤ－１１６２、スチレン（第２ブロック）の含有
量：４３質量％、ジブロック体の含有量：０質量％）
【００６９】
　本実施形態において、スチレンの含有量は、上記熱可塑性ポリマーの場合、ビニル系芳
香族炭化水素からなる第２ブロックの含有量に相当する。そして、ジブロック体の含有量
は、共役ジエン系化合物からなる第１ブロックとビニル系芳香族炭化水素からなる第２ブ
ロックとのジブロック体の含有量に相当する。
【００７０】
　［粘着付与樹脂］
　粘着付与剤：脂環族系石油樹脂水素化物（水添Ｃ９石油樹脂）（荒川化学工業株式会社
製のアルコンＭ－１００）
　［軟化剤］
　オイル：オイル（出光興産株式会社製のダイアナフレシアＳ３２）
　［添加剤］
　酸化防止剤：一次酸化防止剤（ＢＡＳＦ社製のイルガノックス１０１０）
【００７１】
　［粘着剤組成物の製造方法］
　上記各成分を、下記表１に示す配合量（組成：質量部）となるように、以下のような手
順で混練して粘着剤組成物を作成した。攪拌混練機中に、粘着付与樹脂、軟化剤、及び添
加剤を投入し、１５０～１９０℃になるように加熱した状態で攪拌することによって、充
分に溶融させた。その溶融物の中に、熱可塑性ポリマーを投入し、１５０～１９０℃にな
るように加熱した状態で混練することにより、熱可塑性ポリマーも充分に溶融させ、溶融
物の中に均一に分散させた。そうすることで、粘着剤組成物を製造した。
【００７２】
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【表１】

【００７３】
　得られた各粘着剤組成物（実施例１～５及び比較例１～５）について、「糊残り」、「
初期粘着力」を下記の方法で評価した。また周波数が０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’及び
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損失弾性率Ｇ’’、周波数が１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’を測定し、
これらに基づいて、「糊残り」、「初期粘着力」との相関を評価した。各粘着剤組成物の
臭気についても評価した。
【００７４】
　［糊残り試験］
　衛生材料の表面にポリエチレンフィルムを貼付し、ポリエチレンフィルム上に各種粘着
剤組成物を、コータを用いて３０ｇ／ｍ２となるように塗布して試験用基材を調製した。
この試験用基材上に綿布（下着を想定）を覆い、その上から、４０℃で３．５ｋｇの荷重
をかけて２時間保持した。その後、綿布を剥がし、２５ｍｍあたりの剥離強度を測定する
とともに、綿布上に粘着剤組成物が残っている状態を目視観察及び手触り検査によって確
認し、下記の評価基準で糊残りを評価した。
【００７５】
　（評価基準）
　◎：目視観察及び手触り検査によっても「糊残りなし」。
　○：部分的にかすかにタックを感じる。
　×：タックを感じるか、又はポリエチレンフィルムから剥がされたときに接着剤が糸を
引いた状態となる。
【００７６】
　［初期粘着力の評価］
　衛生材料の表面にポリエチレンフィルムを貼付し、ポリエチレンフィルム上に各種粘着
剤組成物を、コータを用いて３０ｇ／ｍ２となるように塗布して試験用基材を調製した。
この試験用基材上に綿布（下着を想定）を覆い、室温（２３℃）で１ｋｇ荷重で３０秒間
保持した。その後、綿布を剥がし、２５ｍｍあたりの剥離強度を初期粘着力として求めた
。初期粘着力を下記の評価基準で評価した。
【００７７】
　（評価基準）
　◎：初期粘着力が１．０Ｎ／２５ｍｍ以上
　○：初期粘着力が０．８Ｎ／２５ｍｍ以上、１．０Ｎ／２５ｍｍ未満
　×：初期粘着力が０．８Ｎ／２５ｍｍ未満
【００７８】
　［周波数が０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’の測定］
　動的粘弾性測定装置（ティー・エイ・インスツルメント・ジャパン社製のレオメーター
ＡＲＥＳ－ＲＤＡ（商品名））を用いて、動的粘弾性を測定した。約２ｍｍの間隔に離さ
れた直径８ｍｍの平行プレートに接着剤試料を入れ、４０℃に加温した。測定はアルミニ
ウム製のパラレルプレートを用いて行い、温度を４０℃に固定して、周波数スイープモー
ドを用いて、０．０１Ｈｚ～８０Ｈｚの範囲で速度を上昇して行った。貯蔵弾性率Ｇ’及
び損失弾性率Ｇ’’の数値として、周波数０．１Ｈｚでの数値を読み取り、採用した。測
定値に基づいて、下記の評価基準で評価した。
【００７９】
　（評価基準）
　◎：貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ以上及び損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ以上
　○：貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ以上、又は損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ以上
　×：貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐａ未満及び損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐａ未満
【００８０】
　［周波数が１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’の測定］
　動的粘弾性測定装置（ティー・エイ・インスツルメント・ジャパン社製のレオメーター
ＡＲＥＳ－ＲＤＡ（商品名））を用いて、動的粘弾性を測定した。約２ｍｍの間隔に離さ
れた直径８ｍｍの平行プレートに接着剤試料を入れ、約－４０℃まで冷却した。測定はア
ルミニウム製のパラレルプレートを用いて行い、周波数を１Ｈｚに固定して、温度ランプ
モードを用いて、１０℃／分の速度で、－４０℃～１５０℃の範囲で昇温して行った。貯
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用した。測定値に基づいて、下記の評価基準で評価した。
【００８１】
　（評価基準）
　◎：貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐａ以下及び損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下
　○：貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐａ以下又は損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下
　×：貯蔵弾性率Ｇ’が３２０００Ｐａ超及び損失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ超
【００８２】
　［臭気の評価］
　粘着剤組成物を１６０℃で２時間加温した後、室温で一晩冷却後、臭気を官能評価した
。臭気を下記の評価基準で評価した。
【００８３】
　（評価基準）
　○：臭気がほとんどないか、微かな臭いしかしない。
　×：強い臭気を感じる。
【００８４】
　それらの結果を、一括して表２に示す。なお、表２には、参考のために、可塑剤含有量
及びゴム成分（熱可塑性ポリマー）含有量についても示した。これらの値は、質量％に換
算した値である。
【００８５】



(14) JP 6891288 B2 2021.6.18

10

20

30

40

50

【表２】

【００８６】
　これらの結果から、次のように考察できる。即ち、実施例１～５は、本発明で規定する
要件を満足する例であり、「糊残り」及び「初期粘着力」のいずれにおいても良好な結果
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【００８７】
　これに対し、比較例１～５では、本発明で規定するいずれかの要件を欠く例であり、い
ずれかの要求特性を満足していない。
【００８８】
　すなわち比較例１では、温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が１１０
００Ｐａ以下となって初期粘着力は良好になっているが、温度が４０℃、周波数が０．１
Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’が本発明で規定する範囲を外れており、糊
残りが発生している。
【００８９】
　比較例２、５では、温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’及び損失弾性率
Ｇ’’が本発明で規定する範囲を満足して初期粘着力は良好な値を示しているが、温度：
４０℃、周波数：０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’、損失弾性率Ｇ’’が本発明で規定する
範囲を外れており、「糊残り」が発生している。
【００９０】
　比較例３では、温度：４０℃、周波数：０．１Ｈｚでの損失弾性率Ｇ’’が４３００Ｐ
ａ以上となって糊残りは発生していないが、温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの貯蔵弾性
率Ｇ’及び損失弾性率Ｇ’’が本発明で規定する範囲を外れており、初期粘着力が極めて
低下している。
【００９１】
　比較例４では、温度：４０℃、周波数：０．１Ｈｚでの貯蔵弾性率Ｇ’が２００００Ｐ
ａ以下となって「糊残り」は発生しておらず、また温度：４０℃、周波数：１Ｈｚでの損
失弾性率Ｇ’’が１１０００Ｐａ以下となって初期粘着力は良好な値を示しているが、α
－メチルスチレン系樹脂を含む例であり、強い臭気が発生している。
【００９２】
　この出願は、２０１７年１０月３日に出願された日本国特許出願特願２０１７－１９３
３５３を基礎とするものであり、その内容は、本願に含まれるものである。
【００９３】
　本発明を表現するために、前述において具体例等を参照しながら実施形態を通して本発
明を適切かつ十分に説明したが、当業者であれば前述の実施形態を変更及び／又は改良す
ることは容易になし得ることであると認識すべきである。したがって、当業者が実施する
変更形態又は改良形態が、請求の範囲に記載された請求項の権利範囲を離脱するレベルの
ものでない限り、当該変更形態又は当該改良形態は、当該請求項の権利範囲に包括される
と解釈される。
【産業上の利用可能性】
【００９４】
　本発明は、接着剤や衛生用品に関する技術分野において、広範な産業上の利用可能性を
有する。
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